
高松市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則  

 

（趣旨）  

第１条  この規則は、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第   

１９１号。以下「法」という。）の施行に関し、宅地造成及び特定盛土等規

制法施行令（昭和３７年政令第１６号。以下「政令」という。）及び宅地造

成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和３７年建設省令第３号。以下「省  

令」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。  

（定義）  

第２条  この規則において使用する用語は、法及び政令において使用する用語

の例による。  

（身分証明書）  

第３条  法第７条第１項（法第２４条第２項において準用する場合を含む。）

及び第２項のその身分を示す証明書は、様式第１号によるものとする。  

（許可申請書に添えるべき書類）  

第４条  省令第７条第１項第５号の資格を有する者であることを証する書類  

は、設計者経歴書（様式第２号）によるものとする。  

２  省令第７条第１項第１０号及び第２項第８号の全ての同意を得たことを証

する書類は、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の同意書

（様式第３号）によるものとする。  

３  省令第７条第１項第１２号及び第２項第１０号並びに第６３条第１項第２

号及び第２項第２号の規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。ただ  

し、第１号に掲げる書類については、政令第２３条各号に規定する規模の宅

地造成若しくは特定盛土等又は政令第２５条第２項各号に規定する規模の土

石の堆積に関する工事に該当しない場合は、その添付を省略することができ

る。  

(１ ) 宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の工程の概要を示

した工事工程表  

(２ ) 法第１２条第１項又は第３０条第１項の許可の申請に係る土地の区域

及びその区域内において盛土若しくは切土をし、又は土石を堆積する土地



に係る求積図  

(３ ) 宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の完了時における

盛土若しくは切土の土量又は土石の堆積の最大堆積土量を計算した書類  

(４ ) 法第１２条第２項第４号又は第３０条第２項第４号の同意をした者が

宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の同意書に押印した印

の印鑑登録証明書又は印鑑証明書  

(５ ) 宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の施行に係る土地

の登記事項証明書（全部事項証明書に限る。）及び不動産登記法（平成  

１６年法律第１２３号）第１４条第１項の地図又は同条第４項の地図に準

ずる図面の写し  

(６ ) 工事主に係る預金残高証明書、融資証明書その他の資金の調達方法に

応じた資金の調達を証する書類  

(７ ) 工事主が、法人である場合にあっては直前３年の各事業年度の法人税

に係る納税証明書、賃借対照表及び損益計算書並びに事業経歴書（土地の

開発に係る事業の経歴を記載した書類をいう。以下同じ。）（様式第４

号）、個人である場合にあっては直前３年の所得税に係る納税証明書  

(８ ) 工事施行者が、法人である場合にあっては登記事項証明書及び事業経

歴書（様式第４号）、個人である場合にあっては事業経歴書（様式第４号）  

(９ ) 誓約書（様式第５号）  

(10) その他市長が必要と認める書類  

４  工事主は、法第１２条第１項の許可に係る宅地造成等又は法第３０条第１

項の許可に係る特定盛土等若しくは土石の堆積に関する工事の施行に係る土

地を工区に分けたときは、省令第７条第１項第１号の表又は同条第２項第１

号の表に掲げる図面に当該工区それぞれの位置、区域及び規模を明示しなけ

ればならない。  

（協議の手続）  

第５条  宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第１５条第１項又

は第３４条第１項の協議をしようとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関

する工事の協議申出書（様式第６号）の正本及び副本に、省令第７条第１項

第１号から第４号まで及び第６号に掲げる書類その他市長が必要と認める書



類を添付して、市長に提出しなければならない。  

２  土石の堆積に関する工事について、法第１５条第１項又は第３４条第１項

の協議をしようとする者は、土石の堆積に関する工事の協議申出書（様式第

７号）の正本及び副本に、省令第７条第２項第１号及び第４号に掲げる書類

その他市長が必要と認める書類を添付して、市長に提出しなければならない。  

（変更の許可を要しない軽微な変更の届出）  

第６条  法第１６条第２項又は第３５条第２項の規定による届出は、宅地造  

成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の軽微変更届出書（様式第８号）

により行うものとする。  

（協議の変更の手続）  

第７条  宅地造成又は特定盛土等に関する工事について、法第１６条第３項に

おいて準用する法第１５条第１項又は法第３５条第３項において準用する法

第３４条第１項の協議をしようとする者は、宅地造成又は特定盛土等に関す

る工事の変更協議申出書（様式第９号）の正本及び副本に、第５条第１項に

規定する書類のうち宅地造成又は特定盛土等に関する工事の計画の変更に伴

いその内容が変更されるものを添付して、市長に提出しなければならない。  

２  土石の堆積に関する工事について、法第１６条第３項において準用する法

第１５条第１項又は法第３５条第３項において準用する法第３４条第１項の

協議をしようとする者は、土石の堆積に関する工事の変更協議申出書（様式

第１０号）の正本及び副本に、第５条第２項に規定する書類のうち土石の堆

積に関する工事の計画の変更に伴いその内容が変更されるものを添付して、

市長に提出しなければならない。  

（工事施行者の選定の届出）  

第８条  法第１２条第１項若しくは第３０条第１項の許可（法第１５条第２項

又は第３４条第２項の規定により、当該許可を受けたものとみなされるもの

を除く。）を受けた者（次条及び第１０条において単に「許可を受けた者」

という。）又は法第２７条第１項の規定による届出（法第２７条第５項の規

定により、当該届出をしたものとみなされるものを除く。第１０条において

同じ。）をした者は、当該許可を受け、又は届出をした後に工事施行者を選

定したときは、遅滞なく、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工



事施行者選定届出書（様式第１１号）を市長に提出しなければならない。  

（工事の着手届）  

第９条  許可を受けた者は、当該許可に係る宅地造成、特定盛土等又は土石の

堆積に関する工事に着手したときは、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積

に関する工事の着手届（様式第１２号）を市長に提出しなければならない。  

（工事の工程の変更の届出）  

第１０条  許可を受けた者又は法第２１条第１項若しくは第３項、第２７条第

１項若しくは第４０条第１項若しくは第３項の規定による届出をした者は、

当該許可又は届出に係る工事を中止し、中止した工事を再開し、又は工事を

廃止しようとするときは、あらかじめ、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆

積に関する工事の工程の変更届出書（様式第１３号）を市長に提出しなけれ

ばならない。  

（工事の定期報告書）  

第１１条  省令第４８条第１項及び第７８条第１項の報告書は、宅地造成又は

特定盛土等に関する工事の定期報告書（様式第１４号）によるものとする。  

２  省令第４８条第２項及び第７８条第２項の報告書は、土石の堆積に関する

工事の定期報告書（様式第１５号）によるものとする。  

（工事の施行に係る土地を工区に分けたときの完了検査の手続）  

第１２条  法第１２条第１項の許可に係る宅地造成若しくは特定盛土等又は法

第３０条第１項の許可に係る特定盛土等に関する工事について当該工事をす

る土地の区域を工区に分けた者は、法第１７条第１項又は第３６条第１項の

検査を当該工区ごとに申請することができる。  

２  市長は、前項の規定による申請があったときは、法第１７条第１項又は第

３６条第１項の検査及び法第１７条第２項又は第３６条第２項の規定による

検査済証の交付を当該工区ごとに行うものとする。  

３  法第１２条第１項の許可又は第３０条第１項に係る土石の堆積に関する工

事について当該工事をする土地の区域を工区に分けた者は、法第１７条第４

項又は第３６条第４項の確認を当該工区ごとに申請することができる。  

４  市長は、前項の規定による申請があったときは、法第１７条第４項又は第

３６条第４項の確認及び法第１７条第５項又は第３６条第５項の規定による



確認済証の交付を当該工区ごとに行うものとする。  

（工事の施行に係る土地を工区に分けたときの中間検査の手続）  

第１３条  法第１２条第１項の許可に係る宅地造成若しくは特定盛土等又は第

３０条第１項の許可に係る特定盛土等に関する工事について当該工事をする

土地の区域を工区に分けた者は、法第１８条第１項又は第３７条第１項の検

査を当該工区ごとに申請することができる。  

２  市長は、前項の規定による申請があったときは、法第１８条第１項又は第

３７条第１項の検査及び法第１８条第２項又は第３７条第２項の規定による

中間検査合格証の交付を当該工区ごとに行うものとする。  

（届出工事の変更の届出）  

第１４条  法第２１条第１項又は第４０条第１項の規定による届出をした者  

は、当該届出に係る事項を変更しようとするときは、あらかじめ、宅地造  

成、特定盛土等又は土石の堆積に関する届出工事の変更届出書（様式第１６

号）を市長に提出しなければならない。  

２  法第２１条第３項又は法第４０条第３項の規定による届出をした者は、当

該届出に係る事項を変更しようとするときは、あらかじめ、擁壁等に関する

届出工事の変更届出書（様式第１７号）を市長に提出しなければならない。  

（宅地造成又は特定盛土等に関する証明書の交付の申請）  

第１５条  省令第８８条の規定による書面の交付を受けようとする者は、宅地

造成又は特定盛土等に関する適合証明交付申請書（様式第１８号）を市長に

提出しなければならない。  

（委任）  

第１６条  この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。  

 

附  則  

 この規則は、令和７年１０月１日から施行する。


